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1．研究の目的と方法

　2011 年�3 月 11 日。東北地方をおそった大地震とそれ
にともなう福島第一原子力発電所の災害で、私たちはウ
ルリヒ・ベックのいう「リスク社会」が到来していたこ
とを実感した（1）。ベックは「かつては『外界（神、自
然）』を原因として発生した危険が人々を苦しめてい
た。それに対して今日では歴史的に新しい性質を持った
危険、すなわち科学の構造と社会の構造にその原因をも
つ危険が問題となっている」と述べているが、外界に起
因する危険が、科学の構造と社会の構造に原因をもつ危
険をももたらした災害がこの災害であっただろう。
　また、この大災害の発災は、当時東京にいた私には、
大きな地震として知覚されたが、メディアを通じて巨大
な津波と原発事故として認識された。福田充は「後期近
代におけるリスクは個人が直接的に知覚し、経験するも
のではなく、その認知や理解をメディアの情報に依存し
ていることが多い。」（2）と指摘し、現代社会におけるリ
スクは肉眼や感覚で認識することが難しく、科学によっ
て数値化されることによって初めてそのリスクを認識す
ることができるとしている。福島第一原発の放射線被害
はまさしくこれにあたろう。

　福島第一原発の事故は、それまで、原子力発電所の安
全性を強調してきた政府やメディアの発信してきた情報
のとらえ方についても大きな疑問を投げかけた。情報発
信については信頼性が高いと考えられる公的な情報や大
手メディアが発信してきた情報をそのまま信頼してよい
かという問題である。社会科教育に於いて、情報のとら
え方の問題は、1980 年代頃からメディア・リテラシー（3）
の問題として議論されるようになってきた。社会科では
社会事象を知るために、メディアの利用は重要である
が、影山清四郎が「教育的にしつらえられた情報のみを
子どもに提供することになり、現実社会はいわば『魚の
切り身』のような扱いをされてきたきらいがある」（4）と
指摘するように、現実社会でやりとりされる情報メディ
アの扱い方について不十分であるように思われる。社会
に関わる知識・理解を重視するあまり、変わりゆく生の
社会を実感し、そしてとらえる方法を身につける事に十
分に注意が払われていなかったのではないか。
　折りしも、学力に関する議論は「何を知っているか」
から「何ができるか」（5）へと教育のあり方を転換してい
くことへと向かいつつある。これからの社会科で培われ
る資質・能力を考えた時に、情報をどのように読み取る
かというメディア・リテラシーは重要な位置を占めると
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　学力観の変化にともなって、教科で問われる学力が、知識中心から能力を含めるものへと変わろうと
してきている。これからの社会科の学力を考えるために、小学校学習指導要領社会科の目標を分析し、
社会科に関する能力がどのように描かれてきたのかを整理・分析した。社会科発足当時の初期社会科で
は社会事象に迫るためにどのように調べ、考えたらよいかといった能力、すなわち情報リテラシーに関
する記述が厚い。その後、教科内容の系統性が重視される社会科に変質していく 1950 年代からは、そ
のような記述は減少し、獲得させたい概念に効果的に到達するための資料活用のスキルとして示されて
いく。21 世紀を迎えようとする頃に、再び情報リテラシーに注目されるようになるが、それは総合的
な学習の時間においてであり、社会科では大きな変化は見られなかった。今後の社会科の学力を考える
際には、リスク・コミュニケーションが可能となるよう、情報リテラシーを位置づけた社会科の学力を
構想する必要がある。
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考える。いや、メディア・リテラシーでは不十分ではな
かろうか。リスク社会はグローバル化が進展する中で、
個人化された社会で（6）あるという。リスクを認識するた
めの情報は、身のまわりのことに限らない。世界のどこ
かでおこったことが、自分にリスクをもたらす可能性が
十分あるのである。また、その様なリスクに向き合い、
何らかの対応をしなければならないとする時には─すな
わちリスク・コミュニケーションを行っていくには─、
メディア等から発信された情報の読み取り方だけでは不
十分である。読み取った複数の情報から考え、価値判断
をし、他者とつながるために発信していく連帯の作法が
必要である。この一連の情報に関わるリテラシー、すな
わち情報リテラシーは個人化した社会において求められ
るリテラシーである（7）。

　このように、リスク社会で生きていくためには情報リ
テラシーが求められると考えられる。そこで、本稿では
学校教育に大きな影響力をもつ社会科学習指導要領にお
いて、情報リテラシーがどのように扱われていたのか、
小学校を対象に整理・検討してみることにしたい。

2．学習指導要領における情報リテラシーに
関する記述

　社会科では昭和 22 年（1947 年）に初めての学習指導
要領が示されて以来、現行学習指導要領が示された平成
20 年度（2007 年）まで 8回の改訂を行われている。そ
れらの概略をまとめたのが図 1である（8）。

　この 8回の改訂から学習指導要領に示された社会科の
変遷を考えると、Ⅰ〜Ⅲの 3つの時期に区分される（9）。
　Ⅰは経験主義を重視した初期社会科とその移行の時期
である。①②は特に初期社会科と呼ばれている。
　Ⅱは系統主義社会科の時期である。④⑤⑥は、経験主
義・問題解決学習を重視していた初期社会科が、学力低
下批判やスプートニク・ショック等を契機とする教育内

容の現代化の動きと国際社会の変化にともない、系統主
義を重視する社会科へと変容していった。また、昭和
33 年版学習指導要領はそれまで「試案」として示され
ていたが「告示」という形で示されるようになり（昭和
30 年度版は「試案」の表記がなくなっている）、以降の
学習指導要領の原型となる転換が行われた。
　Ⅲは、教育課程全体の問題として知識偏重・偏差値重

図 1

 

 

 

 

 

 

 

★資料活用は丁寧に記述され、問題解決
の能力（観察）は低中学年で見られる。
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視、受験競争の激化が問題化し、いじめや不登校、学級
崩壊が注目される中で、その様な教育状況を打開しよう
と、教育内容の厳選、ゆとりと充実を図る教育課程をめ
ざして学習指導要領が改訂されていった時期である。こ
の時期には小学校低学年の社会科が廃止され生活科が誕

生し、高等学校では社会科が地歴科と公民科に 2分さ
れ、総合社会科は小学校の 4年間、中学校の 3年間の計
7年間となった。
　以下、この 3つの時期について、それぞれ情報リテラシ
ーがどのように扱われているのか見ていくことにしたい。

（Ⅰ）経験重視時期社会科の情報リテラシー
　初期社会科の学習指導要領では、情報リテラシーはど
のように位置づけられていたのか。図 2に昭和 22 年度
版学習指導要領の目標を一覧してみた。経験によって能
力・態度を形成することに重点が置かれていることが読
み取れるのではないだろうか。この目標の 15 に「ある
主題について、討議して学習を進め、人々に会って知識
を得る習慣を作り、社会生活に関して、自分で調査し、
資料を集め、記録・地図・写真統計等を利用し、またこ
れを自分で作製する能力を養うこと。」とある（太枠・
太字で表記。以下、図中の情報リテラシー関連記述は同
様に表記）。特定主題について、問題を追究し、調査や
資料活用を通じて問題解決を行うためのリテラシー、す
なわち情報リテラシーを育てることを重視している。
　また、昭和 26 年度版学習指導要領は、昭和 22 年度版
から表現の方法を変え、社会科全体の「目標」を示し、

それを具現化する「望ましい生活態度」と「社会科の目
標と児童の能力」を示したうえで各学年の内容が示され
るという様になっている（図 3・4）。
　情報リテラシーについては「社会科の目標と児童の能
力」の 1の詳細で示されている。問題解決のプロセス全
体を見通し、見通しを持ち、情報を集め、それらを読み
取り・考え問題解決を図るリテラシーを示している。こ
こでは、図書館資料や統計・地図・年表などの資料の活
用や、調査活動についても触れ、それらを元に客観的・
合理的に検討する能力を身につける事を示している。こ
れらについては、昭和 30 年版もほぼ同様である。初期
社会科は問題解決学習を重視しているので、当然と言え
ば当然のことなのかもしれないが、問題解決のための調
査・思考・判断について細やかに記述されていることが
特徴的である。図書資料についてこれだけ言及されてい
るものは他にはないことも注目に値するだろう。

 

 

 

 

 

 

 

★資料活用は丁寧に記述され、問題解決
の能力（観察）は低中学年で見られる。
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（Ⅱ）系統重視時期社会科の情報リテラシー
　Ⅱの時期、④⑤⑥の学習指導要領について述べる。教
育課程の編成基準としての性格をもつようになった昭和
33 年度版学習指導要領では、社会科は経験重視、問題
解決学習の社会科から、教科の基盤となる学問の体系を
反映した系統性重視の社会科へと性格を変えていく。そ
のような流れの中で、図 5のように学習指導要領も構成
を大きく変え、1 〜 6学年の社会科全体の目標が示さ
れ、その後に各学年の内容・指導上の留意事項が示され
るようになった。この中で情報リテラシーがどのように
示されているのかを見ていくと、昭和 26 年度版・昭和
30 年度版と同様であった教科目標の 5項目の中には、
相当するものが見当たらない。図 5には、各学年の内
容・指導上の留意点から、関連する項目を抽出した。各
学年ともに、資料の活用に関わる事柄は、丁寧に記述さ
れているが事が分かるだろう。実際の調査等も含めて、
問題解決過程で発揮されるリテラシーについて言及して
いるとも受けとれる事項は低中学年に見られる。例えば
第 3学年では指導上の留意事項に「具体的な観察や事実
の認識に基いて、自然と人間生活との基本的なつながり
に目を開かせるようにすべきである。」と観察に基づい
て自然と人間生活とのつながりに気づけるような学習を

構成することを求めている（表中では略記）。また、2
学年では、直接の観察ができない場合でも、「教科書、
スライド、映画の利用その他の方法によって、これを有
効に学習させるように工夫」とされている。ただ、その
際にも資料を活用するためのリテラシーについては忘れ
られていない。1学年については「学習に地図を利用す
る機会をできるだけ多くし、基礎的な地図記号や方位等
についても的確な指導をしておくことが望ましい」と続
くのである。
　学習対象が子どもたちの身近な家庭や学校、市町村で
ある場合には、調査活動に関わらせて、問題解決過程全
体に関わると受け取ることができるとの言及が見られる
が、4学年からは間接的な資料の活用に記述の中心が移
っていく。地図帳、分布図、地球儀、歴史年表、各種統
計資料やグラフの活用等についてである。
　資料の活用に記述の中心が移っていく傾向は昭和 43
年度版では一層進む。図 6のように教科の目標に独立し
た項目として資料の活用が示されるようになる。目標の
4に「社会生活を正しく理解するための基礎的資料を活
用する能力や社会事象を観察したりその意味について考
える能力をのばし、正しい社会的判断力の基礎を養
う。」と登場するのである。基礎的資料の活用は、思考
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や判断のために必要なリテラシーとして位置づけられて
いるのである。初期社会科の時期に示された、経験から
学ぶというよりは、中心となる概念を獲得するために、
考え・判断する材料として資料を活用して必要な事実を
とらえるといったような表現となっている。第 5学年で
は下線部に見られるように「部分的な観察や印象にとら
われず、社会的事象のもつ意味やその全体的傾向など
を、地図、年表、統計資料などを活用しながら考えてい
く力をのばす。」（下線筆者）となっている。
　初期社会科以来再び教科の目標に登場した情報リテラ
シーであるが、昭和 52 年度版では、指導要領の構成が
変わることによって、再び、教科全体の目標からは姿を
消すことになる。図 7に昭和 52 年度版学習指導要領を
示したが、教科目標は現行版と同様に 1文で示されるよ
うになり、知識・理解と、態度についての記述となっ
て、能力については各学年の目標で示されるようになっ
た。この小学校社会科学習指導要領の構成は、現行指導
要領である平成 20 年度版まで継承されている。
　情報リテラシーに関わる、資料活用関連の目標は各学
年の目標の最終項目に示されるようになった。例えば第
1学年では「（2）日常生活で経験する社会的事象を具体
的に観察させ、効果的に表現させる。」とあり、第 6学

年では「（3）我が国の歴史や国民生活に関する基礎的資
料を効果的に活用させる。」とあるようにである。それ
ぞれ、前の項目には知識理解に関する目標が示されてい
る。
　以上見てきたように、系統重視時期社会科の学習指導
要領では情報リテラシーは社会科で獲得させたい知識や
理解を導き出すために、資料から事実等を読み取る断片
的なリテラシーとして位置づけられた。　

（Ⅲ）高度情報社会下の社会科、情報リテラシー
　平成元年度の学習指導要領改訂は社会科にとって教科
の構造に変更を迫る大きな改訂であった。低学年の社会
科が廃止され、高等学校が総合社会科から地歴科と公民
科に改変されたのである。
　平成元年度版学習指導要領の情報リテラシーに関する
記述を見ても、昭和 52 年度版から大きな変更は見られ
ない。ただ扱う内容で、情報を発信する放送、新聞、電
信電話等の産業について、第 5学年の産業学習の一つと
して扱うようになった。これは、高度情報社会の到来に
伴う、社会のとらえ方の変化に起因するものと言えるだ
ろう。当時注目されてきた運輸と共に通信などの産業の
現状に触れる学習を求め、「それに従事している人々の
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工夫や努力について理解できるようにするとともに、国
民生活を支えるこれらの産業の意味について考えること
ができるようにする」（図 8）として、通信産業が社会
に与える意味について学習するよう求めている。そし
て、情報が社会にもつ意味を踏まえた上で「これからの
生活において情報の有効な活用が大切であることに気付
くこと」についても言及している。これは平成 10 年度
版・20 年度版でも継承され、さらに平成 20 年度版では
「情報化した社会の様子と国民生活とのかかわり」（図
9）として扱うよう示されている。
　このようにⅢの時期の社会科は社会の情報化にともな
って、社会科の学習内容として情報リテラシーの基盤と
なる情報の理解が扱われるようになったが、資料活用の
ための情報リテラシーと言う位置づけについてはⅡの時
期と大きく変わらなかった。ただ、平成 10 年度に創設
された総合的な学習の時間で、初期社会科が志向したよ
うな、社会の事実をとらえることから展開していく問題
解決的な学習と、それを支える情報リテラシーについて
言及されるようになっている。平成 20 年度版学習指導
要領では、「探究的な学習における児童の学習の姿」と
して、情報リテラシーを駆使しながら探究を進めるモデ
ル図（図 10）まで示されている。
　以上、見てきたようにⅢの時期の社会科では、情報リ
テラシーに関する記述はⅡの時期と大きな変化はなかっ
たが、初期社会科で扱われてきたような情報リテラシー
は総合的な学習の時間で育てられることになった。た
だ、社会科の学習内容に通信・情報産業等の社会の変化
に伴って重要度を増してきた産業が取り上げられるよう
になり、情報社会の問題そのものまでもが学習の対象と
なってきた。

3．結語

　戦後の初期社会科から現代までの小学校学習指導要領
の社会科を、情報リテラシーを視点に概観してきた。Ⅰ
の時期、現実の社会を体験的にとらえ、社会に生じた問
題を見出し、それについて解決を目指し探究していく志
向の強かった時期は、問題解決のための総合的な過程で
発揮される能力として情報リテラシーが位置づけられて
きた。しかし、Ⅱの時期では社会に対する知識・理解に
重きが置かれ、社会を認識することに社会科の重点が置
かれるようになると、資料を効果的に活用できる能力と
してーいわば断片的な能力としてー情報リテラシーが位
置づけられるようになった。それは、今日まで大きく変
わっていないことも確認できた。
　リスク社会となっている現代社会においては、現実に

存在する新たなリスクを認識し、そのリスクに向かって
個人化した人々をつないでいくリスク・コミュニケーシ
ョンを可能とする能力、すなわち情報リテラシーが求め
られている。社会科の新たな学力を検討する際に、位置
づける必要があると考えるがどうだろうか。かつて、社
会科が多くの期待を担って登場し、コア・カリキュラム
のコアとしての役割を期待された頃、情報リテラシーが
社会科の学力として、それ相応の位置を占めていた。
　現在、次期の学習指導要領が検討され、そこでは教科
を横断した汎用的なスキルとして、新たな形で学力が示
されるようになると聞く。その時、社会科はどのように
学力を表現するようになるのだろうか。
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